
川西市スポーツ振興事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、川西市スポーツ振興事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付に関し、川西市補助金等交付規則（平成１６年川西市規則第４

０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条　補助金の対象となる事業は、川西市スポーツ振興事業補助金募集要綱

（令和７年１１月 1 日施行。以下「募集要綱」という。）第８条第１項の規

定により市長が採択した提案事業（以下「採択事業」という。）とする。 

２　川西市スポーツ協会スポーツ振興事業補助金・川西市スポーツ少年団スポ

ーツ振興事業補助金・川西市少年軟式野球連盟スポーツ振興事業補助金の交

付を３年以上受けた実績がある者に対する補助金は、１の採択事業につき最

大３年間交付することができる。 

（補助の対象となる経費） 

第３条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

採択事業の実施に要する経費とする。ただし、次に掲げる経費を除く。 

(1)　提案団体（募集要綱第５条第１項に規定する提案団体をいう。以下同

じ。）の事務所等の維持管理経費 

(2)　提案団体の経常的な活動経費 

(3)　提案団体の構成員に対する人件費及び謝礼 

(4)　飲食費（採択事業と密接に関係するもの、ボランティア謝礼等を除く。） 

(5)　支出内容の不明確な経費 

(6)　提案団体が支払ったことが明確に確認できない経費 

(7)　採択事業に直接関係のない経費 

(8)　視察を目的とした事業に要する経費 

(9)　旅費（(講師等との打合せに伴う交通費等を除く。)） 

(10)　国（独立行政法人を含む。）、県、市その他の団体等から補助金等の

交付を受けた経費及び交付を受ける予定の経費 

(11)　前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めた経費（補助金の

額等） 



第４条　補助金の額は、１年度当たり１０万円を上限額とし、補助対象経費を

合計した額に２分の１を乗じて得た額に相当する額とする。 

２　前項の規定により算出した補助金の額に、千円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第５条　採択事業に係る提案団体は、補助金の交付を受けようとするときは、

スポーツ振興事業補助金兼補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出するものとする。 

(1)　スポーツ振興事業収支予算書（様式第２号） 

(2)　前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２　募集要綱第５条第１項第７号の規定により提出された事業の収支予算書に

ついて、その内容に変更がなく、かつ、前項第１号に掲げる書類に記載すべ

き事項を満たすと市長が認めるときは、当該提出されたスポーツ振興事業補

助金提案書兼補助金交付申請書及び収支予算書を前項の規定により提出され

た申請書及び書類とみなすことができる。　 

（申請内容の変更） 

第６条　提案団体は、前条に規定するスポーツ振興事業補助金提案書兼補助金

交付申請書及び添付書類の内容に変更（市長が認める軽微な変更を除く。）

が生じたときは、速やかにスポーツ振興事業補助金変更交付申請書（様式第

３号）を市長に提出するものとする。 

２　市長は、前項の規定に基づきスポーツ振興事業補助金変更交付申請書等を

受け付けた場合において、内容を審査し、適切であると認めたときは、当該

提案団体に対してスポーツ振興事業補助金変更交付決定通知書（様式第４号）

により通知するものとする。 

（実績報告） 

第７条　提案団体は、採択事業が完了したときは、スポーツ振興事業補助金実

績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものと

する。 

(1)　スポーツ振興事業収支決算書（様式第６号） 

(2)　補助対象経費にかかる領収書等の写し 

(3)　前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 



（補助金の確定及び交付請求） 

第８条　市長は、前条の規定により実績報告書の提出を受けた場合において、

当該報告の内容を審査し、適切であると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、その旨をスポーツ振興事業補助金確定通知書（様式第７号）に

より、提案団体に通知するものとする。ただし、当該審査において、採択事

業の収支に剰余が生じていることが認められたときは、当該剰余額に相当す

る額を減じて補助金の額を確定するものとする。 

２　前項の規定により補助金の確定通知を受けた提案団体は、補助金の交付を

受けようとするときは、スポーツ振興事業補助金交付請求書（様式第８号）

により市長に請求するものとする。 

（補則） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付　則 

（施行期日） 

１　この要綱は、令和７年１１月１日から施行する。 

　（失効規定） 

２　この要綱は令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要

綱の失効までに交付の決定をした補助金については、この要綱は、なおその

効力を有する。 

付　則 

　  この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。 


